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おわりに
はじめに
わが国は千年に一度といわれる「2011．３．
11」東日本大震災に見舞われた。この未曽有の
大災害は、地震・津波・原発・停電の３重・４
重の災禍であり、驚異的な自然災害と破滅的な
人的災害の重畳化された有史稀な大災害となっ
た。多くの人々の生命と生活と人生、そして多
くの人々の財産が奪われた。底なしの悲嘆と込
み上げる憤怒と確かなる所懐をもって、いまや
わが国は自然と人間との関係、経済と社会の関
係、人と人との関係などに、根源的な検討、徹
底した見直しを不可欠とする。そのためには、
まずもって多くの人々によるこれまでの警告や
提言に真摯に耳を傾けなければならない。
ところでこの大震災に直面して、少なからぬ
社会科学の研究者は次のような状況にあった。
ある人は茫然とし何も手につかず、ある人は何
もできないことに苛立ち、ある人は自己の無力
さを嘆き、様々な思いがそれぞれに去来したの
であった。あれから 10ヵ月が経ち自然科学な
らぬ社会科学の役割や責任が改めて問われるよ
うになってきた。
そして自然観・人間観・社会観において、多
くの人々の間に次のような新しい傾向が生じて
いるのも確かである。
そこでは、自然の猛威を知らしめ、人間の弱
さを実感させられ、自然生態系の維持や自然と
の共生が人間にとっていかに重要な課題である
かを再認識させた。そしてまた、つい数年前の
「自助自律・自己責任」の蔓延から一変して、
いまや人と人の絆、家族のつながりや近隣関係
の大切さ、地域コミュニティをはじめ人々の連
帯や協同が、人としてのあり方に大きな価値が
あるということが共通認識になりつつある。さ
らに「集中化・大規模化」、「科学万能主義」、「安
全神話」、「成長神話」、「東京一極集中」に警告
を発し、社会や経済のシステムのあり方を根底
から見直すようになり、分権化・分散化、自然
エネルギー化の方向が求められるようになって
きている。
こうした傾向が、決して一時的なものではな
く、確かな方向性として確立されなければなら
ないであろう。そしてこの大震災から何を教訓
として引き出すか、復興の基本方向はどのよう
なものかを見極めなければならない。
本稿はこの大震災に対する復興計画につい
て、主として震災被害の顕著な岩手県・宮城県・
福島県の復興計画を検討して、それらが地域マ
ネジメントとしてどのような特質を有するのか
を明らかにしていきたい１）。本稿で地域マネジ
メントとは、地域政策の推進の方式のことであ
り、地域をどのように運営するかといった地域
運営の意味で使用する。
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１．東日本大震災の特徴
今回の震災は、これまでの震災とちがった特
徴を有している。1923 年の関東大震災は東京
を中心とした直下型地震で火災による被害が災
害を増幅した。1995 年の阪神淡路大震災は、
都市型地震で建造物の倒壊による被害を生じ
た。それに対して今回の震災は東日本の岩手・
宮城・福島はじめ青森から茨城・千葉におよぶ
太平洋沿岸部を中心とした広範な震災・津波被
害に大きな特徴があった。加えて福島原発事故
による被害がさらに深刻な災害をもたらした。
今回の震災の特徴として、被害者数の多さ（2011
年８月 23 日現在、東日本大震災：死者・不明
者 20,325 人、阪神・淡路大震災：死者・不明
者 6,437 人）があげられるが、農林水産関係の
被害額が多いことも大きな特徴である（2011
年８月 23 日現在、農林水産関係の被害　東日
表１　農林水産関係被害状況（平成 23年８月 23 日現在）
区分 主な被害 被害数
被害額
（億円）
主な被害地域
農地・農業用
施設
農地の損壊 17,456ヵ所 3,992 青森、岩手、宮城、秋田、山形、
福島、茨城、栃木、群馬等農業施設等の損壊 21,867ヵ所 3,911
小計 39,323ヵ所 7,903
農作物等
農作物、家畜等 118 青森、岩手、宮城、秋田、山形、
福島、茨城、栃木、群馬等農業・畜産関係施設等 397
小計 515
林野関係
林地荒廃 429ヵ所 238 青森、岩手、宮城、秋田、山形、
福島、茨城、栃木、群馬等治山施設 253ヵ所 1,146
林道施設等 2,600ヵ所 41
森林被害 （1,065ha） 10
木材加工・流通施設 112 所 508
特用林産施設等 470ヵ所 25
小計 3,864ヵ所（1,065ha） 1,967
水産関係
漁船 25,008 隻 1,684 岩手、宮城、福島は壊滅的な影響
の模様。これに加え、北海道、青
森、茨城、千葉等
漁港施設 319 漁港 8,230
養殖施設 737
養殖物 575
市場・加工施設等共同利用施設 1,625 施設 1,228
小計 12,454
合  計 22,839
【備考】農林水産省『東日本大震災について～東北地方太平洋沖地震の被害と対応～』（平成 23 年８月 24 日公表）
　　http://www.maff.go.jp/j/press/keiei/saigai/110824.html（2011 年９月１日アクセス）
表２　東日本大震災の津波による被災漁港数
（平成 23年８月 19 日現在）
現有漁港数 被災漁港数 被災率％
北海道 282 12 4.26
青森県 92 18 19.57
岩手県 111 108 97.30
宮城県 142 142 100.00
福島県 10 10 100.00
茨城県 24 16 66.67
千葉県 69 13 18.84
計 730 319 43.70
【備考】水産庁『東日本大震災による水産業への影響と今後の対応』（平成 23 年８月 19 日）
http://www.jfa.maff.go.jp/j/yosan/23/pdf/110819_kongonotaiou.pdf（2011年９月１日アクセス）
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本大震災：22,839 億円、阪神・淡路大震災：
900 億円）２）。
平成 23 年８月 23 日現在の東日本大震災にお
ける農林水産関係の被害状況の詳細は、表１の
とおりである。農業関係 8,418 億円、林野関係
1,967 億円、水産関係 12,454 億円、計 22,839 億
円で、水産関係が 54.5％を占める。水産関係の
被害は甚大である。
同表によれば、漁船は２万隻以上が被害を受
け、319 もの漁港が災害を受け、養殖施設・養
殖物・市場加工施設等共同利用施設に大きな被
害をもたらした。
さらに表２によれば、被災漁港は、岩手：
108 港、宮城：142 港、福島：10 港にのぼり、
ほぼ 100％が大きな被害を被った。世界の三大
漁場といわれる三陸沖における壊滅的な打撃に
とりわけ注視しなければならないであろう。し
たがって復興計画も農林水産分野が重要になっ
てくるであろうし、とりわけ水産分野の復興が
大きな課題となるであろう。
２．東北３県の産業構造
東北地域（岩手・宮城・福島３県）の産業構
造の特質に触れておきたい。まず『平成 17 年
　岩手県産業連関表』３）によって岩手県の県内
生産額。県内需要額・移輸出額・移輸入額・地
域際収支額・地域際収支率４）、さらに産業別特
化係数５）、産業別従業者数についてみてみよう。
（１）　岩手県の産業構造
その特徴は、次の諸点に求めることができる
表３　岩手県の産業構造・地域際収支構造（35部門）
（単位：百万円、％）
産　業　部　門 県内生産額 県内需要額 移 輸 出 額 移 輸 入 額 地域際収支額 地域際収支率
農　　　　　業 286,328 217,721 137,126 -68,519 68,607 24.0
林　　　　　業 53,234 52,969 7,669 -7,405 264 0.5
水　　産　　業 40,955 29,950 20,610 -9,605 11,006 26.9
（第１次産業計） 380,517 300,640 165,406 -85,529 79,877 21.0
鉱　　　　　業 14,545 22,075 4,247 -11,777 -7,530 -51.8
食　　料　　品 530,688 437,686 400,868 -307,866 93,002 17.5
繊　維　製　品 34,470 71,560 31,073 -68,163 -37,091 -107.6
パルプ・紙・木製品 122,293 116,995 98,131 -92,833 5,298 4.3
化　学　製　品 48,893 157,987 40,008 -149,101 -109,093 -223.1
石油・石炭製品 6,734 147,333 13 -140,612 -140,599 -2087.9
窯業・土石製品 67,489 72,023 35,400 -39,934 -4,534 -6.7
鉄　　　　　鋼 75,172 104,713 64,650 -94,192 -29,542 -39.3
非　鉄　金　属 22,488 54,257 21,925 -53,694 -31,769 -141.3
金　属　製　品 118,529 104,924 100,725 -87,120 13,604 11.5
一　般　機　械 264,320 205,702 242,106 -183,489 58,617 22.2
電　機　機　械 550,539 365,060 523,103 -337,625 185,479 33.7
輸　送　機　械 427,767 377,159 365,638 -315,030 50,608 11.8
精　密　機　械 48,576 36,222 46,667 -34,312 12,354 25.4
その他の製造工業製品 120,678 192,411 75,869 -147,602 -71,733 -59.4
建　　　　　設 683,477 683,477 0 0 0 0.0
電力・ガス・熱供給 103,921 144,909 1 -40,989 -40,988 -39.4
（第２次産業計） 3,240,579 3,294,493 2,050,424 -2,104,339 -53,914 -1.7
水道・廃棄物処理 132,045 132,045 0 0 0 0.0
商　　　　　業 687,216 789,428 270,714 -372,926 -102,212 -14.9
金融・保険 347,892 357,607 755 -10,471 -9,716 -2.8
不　　動　　産 643,630 645,693 184 -2,247 -2,063 -0.3
運　　　　　輸 381,388 349,894 128,949 -97,455 31,494 8.3
通信・放送 225,746 331,524 1,795 -107,573 -105,778 -46.9
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（表３参照）。
第１に、県内生産額では、第１位：商業
（687,216 百万円、構成比 8.2％：以下同）、第２
位：建設（683,477 百万円、8.2％）、第３位：
不動産（643,630 百万円、7.7％）、第４位：電
機機械（550,539 百万円、6.4％）、第５位：医療・
保健・社会保障（533,187 百万円、6.4％）と商業・
サービスの第３次産業と建設・電機機械の第２
次産業がリードしている。農林水産業は合わせ
て 380,517 百万円（4.6％）を占めるのみで生産
額では低位にある。
第２に、地域際収支額（移輸出額－移輸入額）
のプラスでは、第１位：電機機械（185,479 百
万円、地域際収支率 33.7％：以下同）、第２位：
食料品（93,002 百万円、17.5％）、第３位：農
業（68,607 百万円、24.0％）、第４位：一般機
械（58,617 百万円、22.2％）、第５位：輸送機
械（50,608 百万円、11.8％）のように電気機械・
一般機械・輸送機械の機械工業や食料品・農業
の比重が高い。またこの地域際収支額では第９
位であるが地域際収支率では第２位にある水産
業（11,006 百万円、26.9％）の比重も高い。生
産額では低位にあったとはいえ、農業・水産業
や食料品の役割が大きいことに注目しておきた
い。これら地域際収支の黒字部門は、県外への
経済的地位の高さを表しており、岩手県経済に
おいては、黒字部門の機械工業部門と農水・食
料品部門の役割が高く、その伸長が同県経済の
最も重要な課題となっている。
第３に、他方地域際収支額のマイナスでは、
第１位：石油・石炭製品（－ 140,599 百万円、
－ 2087.9％）、第２位：化学製品（－ 109,093
百万円、－ 223.1％）、第３位：通信・放送（－
105,778 百万円、－ 46.9％）、第４位：商業（－
102,212 百万円、－ 14.9％）、第５位：その他の
製造工業製品（－ 71,733 百万円、－ 59.4％）
のように、天然資源関係と商業・サービス業関
係の赤字部門が顕著である。対事業所サービス
（－ 60,115 百万円、－ 13.4％）の赤字も大きい。
かくして岩手県の地域際収支は、246,964 百万
円の赤字となっている。岩手県経済においては、
天然資源関係はともかく、商業・サービス業関
係の赤字の減少・克服が大きな課題となる。
このように岩手県の産業構造・地域際収支構
造では、農業・林業・水産業は県内生産額
（380,517 百万円、4.6％）においては必ずしも
大きなシェアを占めてはいないが、地域際収支
額（79,877 百万円、21.0％）においては大きな
比重を占めている。農業・林業・水産業は生産
額以上に大きな経済的役割を果たしている。
第４に、表４の岩手県の産業別特化係数によ
れば、１位：林業、２位：畜産、３位：水産、
４位：農業、５位：水道・廃棄物処理、６位：
食料品と続き、この点では農林水産業部門が高
い地位を占めている。これらの部門の特化度の
高さは、県内経済においてその部門の重要度を
表しているのである。
第５に、表５により岩手県の産業別従業者数
公　　　　　務 400,925 400,925 0 0 0 0.0
教育・研究 376,794 381,324 18 -4,548 -4,530 -1.2
医療・保健・社会保障 533,187 533,187 0 0 0 0.0
その他の公共サービス 46,534 46,534 0 0 0 0.0
対事業所サービス 447,405 507,520 6,948 -67,063 -60,115 -13.4
対個人サービス 459,375 474,697 61,394 -76,715 -15,322 -3.3
事　務　用　品 11,755 11,755 0 0 0 0.0
分　類　不　明 34,415 39,101 998 -5,685 -4,686 -13.6
（第３次産業計） 4,728,307 5,001,234 471,756 -744,682 -272,927 -5.8
合　　　　　計 8,349,403 8,596,367 2,687,586 -2,934,550 -246,964 -3.0
【備考】『平成 17 年　岩手県産業連関表』より作成。
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表４　岩手県の産業別特化係数（35部門）
順位 産業部門 特化係数 順位 産業部門 特化係数
１位 林業 4.88 ６位 食料品 1.72
２位 畜産 4.79 ７位 鉱業 1.66
３位 水産 2.96 ８位 精密機械 1.52
４位 農業 2.60 ９位 電気機械 1.49
５位 水道 . 廃棄物処理 1.85 10 位 建設 1.26
【備考】（１）『平成 17 年　岩手県産業連関表』より作成。
　　　（２）特化係数＝県内生産額構成割合／全国生産額構成割合
表５　岩手県の産業別就業者数（13部門）
産業部門（13 部門）
従業者数 従業者率 特化率
人 ％ 指数
１ 農業 116,496 15.3 2.217
２ 林業 3,791 0.5 2.500
３ 水産業（漁業） 9,740 1.3 3.250
４ 鉱業 1,120 0.1 1.000
５ 製造業 113,908 15.0 1.014
６ 建設 76,423 10.1 1.202
７ 電力・ガス・水道 6,349 0.8 0.889
８ 商業 112,917 16.2 0.900
９ 金融・保険・不動産 24,147 3.2 0.941
10 運輸・通信 37,283 4.9 0.613
11 公務 23,719 3.1 1.107
12 サービス 223,124 29.4 0.817
13 分類不明 290 0.0 0.000
合　計 759,310 100.0 1.000
【備考】『平成 17 年　岩手県産業連関表』より作成。
表６　宮城県の産業構造・地域際収支構造（35部門）
（単位：百万円、％）
産　業　部　門 県内生産額 県内需要額 移 輸 出 額 移 輸 入 額 地域際収支額 地域際収支率
農　　　　　業 242,016 256,609 103,570 -118,163 -14,593 -6.0
林　　　　　業 18,448 16,978 7,629 -6,159 1,470 8.0
水　　産　　業 82,970 118,399 60,425 -95,854 -35,429 -42.7
（第１次産業計） 343,434 391,986 171,624 -220,176 -48,552 -14.1
鉱　　　　　業 12,937 343,722 1,569 -332,354 -330,785 -2556.9
食　　料　　品 868,304 807,891 621,444 -561,031 60,413 7.0
繊　維　製　品 20,740 117,376 17,897 -114,533 -96,636 -465.9
パルプ・紙・木製品 328,479 280,851 251,925 -204,297 47,628 14.5
化　学　製　品 85,858 289,966 69,172 -273,280 -204,108 -237.7
石油・石炭製品 482,875 303,266 421,054 -241,445 179,609 37.2
窯業・土石製品 92,972 115,303 64,069 -86,400 -22,331 -24.0
鉄　　　　　鋼 244,308 234,460 197,290 -187,442 9,848 4.0
非　鉄　金　属 102,087 127,953 76,096 -101,962 -25,866 -25.3
金　属　製　品 172,302 191,154 139,862 -158,714 -18,852 -10.9
一　般　機　械 237,451 170,717 213,959 -147,225 66,734 28.1
電　機　機　械 707,842 531,569 681,201 -504,928 176,273 24.9
輸　送　機　械 161,606 201,123 142,782 -182,299 -39,517 -24.5
精　密　機　械 30,266 37,859 28,676 -36,269 -7,593 -25.1
その他の製造工業製品 309,522 404,119 228,759 -323,356 -94,597 -30.6
建　　　　　設 1,195,310 1,195,310 0 0 0 0.0
電力・ガス・熱供給 257,480 257,125 355 0 355 0.1
（第２次産業計） 5,310,339 5,609,764 3,156,110 -3,455,535 -299,425 -5.6
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を見てみよう。それによれば、１位：サービス
業（29.4％）、２位：商業（16.2％）、３位：農
業（15.3％）、４位：製造業（15.0％）、５位：
建設（10.1％）のように農業従業者数の比重は
高い。産業別従業者数の対全国特化度は、１位：
水産業（3.250）、２位：林業（2.500）、３位：
農業（2.217）と農林水産業はいずれも大きな
地位を占めている。岩手県経済においては、就
業雇用構造において農林水産業の役割は大きい。
このように岩手県の産業構造において、生産
額はともかく、地域際収支の黒字部門としての
役割、産業別特化度の高さ、従業者数の割合等
から、農林水産業部門や食料品部門の比重の大
きさを確認しておきたい。
（２）　宮城県の産業構造
次に『平成 17 年　宮城県産業連関表』６）に
よって宮城県の県内生産額。県内需要額・移輸
出額・移輸入額・地域際収支額・地域際収支率、
さらに産業別特化度、産業別従業者数について
みてみよう（表６参照）。
第１に、県内生産額では、第１位：商業
（1,825,717 百万円、構成比 11.8％：以下同）、
第２位：不動産（1,308,528 百万円、8.4％）、第
３位：建設（1,195,310 百万円、7.7％）、第４位：
対事業所サービス（1,109,100 百万円、7.1％）、
第５位：運輸（875,055 百万円、5.6％）と商業・
サービス業の第３次産業がリードしている。対
事業所サービスの高さは、後にみるようにその
地域際収支の黒字とあわせて宮城県の先進県と
しての特質を表している。しかし農林水産業は
合わせて 343,434 百万円（2.2％）を占めるのみ
である。生産額合計で、宮城県（15,535,946 百
万円）は岩手県（8,349,403 百万円）の 1.86 倍
を占めるが、農林水産業の生産額は岩手県の
90％にすぎない。
第２に、地域際収支額（移輸出額－移輸入額）
のプラスでは、第１位：石油・石炭製品（179,609
百万円、地域際収支率 37.2％：以下同）、第２位：
電機機械（176,273 百万円、24.9％）、第３位：
商業（95,083 百万円、5.2％）、第４位：一般機
械（66,734 百万円、28.1％）、第５位：食料品
（60,413 百万円、7.0％）のように石油・石炭製
品や電機機械・一般機械等第２次産業、さらに
商業、食料品の比重が高い。また前期のように
地域際収支額では第７位である対事業所サービ
ス（41,878 百万円、3.8％）が黒字であるのも
宮城県の特質といえよう。これら地域際収支の
黒字部門は、県外への経済的地位の高さを表し
ており、宮城県は農業・水産業ではなく、第２
次産業や商業・サービスおよび食料品の役割が
水道・廃棄物処理 153,944 153,728 216 0 216 0.1
商　　　　　業 1,825,717 1,730,634 1,107,356 -1,012,273 95,083 5.2
金融・保険 711,595 735,454 8,583 -32,442 -23,859 -3.4
不　　動　　産 1,308,528 1,291,903 16,625 0 16,625 1.3
運　　　　　輸 875,055 892,237 351,109 -368,291 -17,182 -2.0
通信・放送 606,484 715,353 40,963 -149,832 -108,869 -18.0
公　　　　　務 823,958 823,958 0 0 0 0.0
教育・研究 668,546 674,533 9,052 -15,039 -5,987 -0.9
医療・保健・社会保障 779,326 780,694 8,189 -9,557 -1,368 -0.2
その他の公共サービス 83,837 75,934 7,955 -52 7,903 9.4
対事業所サービス 1,109,100 1,067,222 139,000 -97,122 41,878 3.8
対個人サービス 847,896 987,957 134,209 -274,270 -140,061 -16.5
事　務　用　品 24,729 24,729 0 0 0 0.0
分　類　不　明 63,458 77,097 0 -13,639 -13,639 -21.5
（第３次産業計） 9,882,173 10,031,433 1,823,257 -1,972,517 -149,260 -1.5
合　　　　　計 15,535,946 16,033,183 5,150,991 -5,648,228 -497,237 -3.2
【備考】『平成 17 年　宮城県産業連関表』より作成。
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大きいことが示される。都市型の先進県の産業
構造の様相を呈している。
第３に、他方地域際収支額のマイナスでは、
第１位：鉱業（－ 330,783 百万円、－ 2556.9％）、
第 ２ 位： 化 学 製 品（ － 204,108 百 万 円、 －
237.7％）、第３位：対個人サービス（－ 140,061
百万円、－ 16.5％）、第４位：通信・放送（－
108,869、－ 18.0％）、第５位：繊維製品（－
96,636 百万円、－ 465.9％）のように、天然資
源関係とサービス業関係の赤字が顕著である。
農林水産業もあわせて－ 48,552 百万円の赤字
で あ る。 し か し 地 域 際 収 支 の 合 計 は、 －
497,237 百万円（地域際収支率：－ 3.2％）に及
び、第１産業部門、第２産業部門、第３次産業
部門全般が赤字となっている。黒字部門を伸長
し赤字部門を縮小・克服が必須であるが、電機
機械・一般機械、食料品の伸長と農林水産業・
サービス業の赤字克服が重要な課題となってい
る。
第４に、宮城県の産業別特化係数（表７）に
よれば、１位：漁業、２位：石油・石炭製品、
３位：農業サービス、４位：畜産、５位：パル
プ・紙・木製品、６位：食料品と続き、この点
で漁業や農畜産、食料部門の特化度が高く、同
時に石油・石炭・パルプ・紙等の原材料工業部
門の特化度も高い。宮城県は漁業の特化度の高
さと多様な産業の高さに大きな特徴があるとい
える。これら特化度の高さは、その部門の重要
度をあらわしているのである。
第５に、産業別の従業者数（表８）は、１位：
サービス業、２位：商業、３位：製造業、４位：
建設、５位：運輸であるが、農林水産合わせて
85,280 人（7.5％）となり、運輸を上回るもの
の大きな比重を占めているとは言えない。従業
表７　宮城県の産業別特化係数
順位 産業部門 特化係数 順位 産業部門 特化係数
１位 漁業 3.12 ６位 飲食料品 1.51
２位 石油・石炭製品 1.79 ７位 土木 1.39
３位 農業サービス 1.78 ８位 耕種農業 1.35
４位 畜産 1.61 ９位 公務 1.34
５位 パルプ・紙・木製品 1.60 10 位 不動産 1.24
【備考】（１）『平成 17 年　宮城県産業連関表』より作成。
　　　（２）特化係数＝県内生産額構成割合／全国生産額構成割合
表８　宮城県の産業別従業者数
産業部門（13 部門）
従業者数 従業者率 特化率
人 ％ 指数
１ 農業 72,674 6.4 0.920
２ 林業 811 0.1 0.354
３ 水産業（漁業） 11,795 1.0 2.577
４ 鉱業 947 0.1 0.828
５ 製造業 131,127 11.5 0.774
６ 建設 112,330 9.8 1.169
７ 電力・ガス・水道 12,693 1.1 1.232
８ 商業 257,899 22.5 1.252
９ 金融・保険・不動産 41,975 3.7 1.079
10 運輸・通信 83,748 7.3 0.915
11 公務 37,956 3.3 1.185
12 サービス 380,453 33.2 0.923
13 分類不明 0 0.0 0.000
合　計 1,144,408 100.0 1.000
【備考】『平成 17 年　宮城県産業連関表』より作成。
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者の特化度は水産業において顕著であるが、そ
の他の農林はそうではない。
宮城県は産業構造的には、東京・大阪・福岡
に次いで、第３次産業を中心としたサービス経
済化がかなり進展している（平成 17 年宮城県
の第３次産業の構成割は 63.6％に及ぶ。）（ちな
みに平成 12 年の段階で第３次産業の構成割合
は、東京 77.8％、大阪 66.3％、福岡 65.4％、宮
城 59.7％、京都 56.8％、全国 56.4％、広島 53.7％、
神奈川 53.5％、愛知 44.6％であった）７）。ただ
し第３次産業は地域際収支としては大幅な赤字
体質を拭いきれない。農林漁業の第１次産業は、
産業別特化係数や従業者数において高い比重で
あるが、生産額および地域際収支においては低
位にある。食料品は生産額および地域際収支と
もに上位に位置しており、宮城経済の重要な部
門の一つである。
生産額としてはサービス経済化が進展し、地
域際収支としては電機機械・商業・食料品の比
重が高く、特化係数としては漁業・農林業、従
業者数特化度としては漁業が大きな影響を与え
る。
地域際収支の大幅な赤字は克服されなければ
ならない大きな問題である。この面に照準をあ
わせるならば、宮城県経済の課題は、地域際収
支の黒字部門（電機・一般機械、商業・食料品）
部門のさらなる伸長、赤字部門（対個人サービ
ス、通信・放送、輸送機械、農水産業）の赤字
解消が課題となろう。いずれにしても多面的総
合的な産業政策が求められるようである。
（３）　福島県の産業構造
さらに『平成 17 年　福島県産業連関表』８）
によって福島県の県内生産額。県内需要額・移
輸出額・移輸入額・地域際収支額・地域際収支
率、さらに産業別特化度、産業別従業者数につ
いてみてみよう（表９）。
福島県の特徴は、次の諸点に求めることがで
きる。
第１に、県内生産額では、第１位：電機機械
（1,717,374 百万円、構成比 11.0％：以下同）、
第２位：電力・ガス・熱供給（1,668,867 百万円、
10.7％）、第３位：商業（1,019,024 百万円、6.5％）、
第４位：建設（923,010 百万円、5.9％）、第５位：
不動産（867,184 百万円、5.6％）と電機機械、
電力・ガス・熱供給、建設の第２次産業と商業、
不動産の第３次産業が大きな比重を占めてい
る。農林水産業は合わせて 322,320 百万円（2.1
％）を占めるのみである。電機機械、特に電力・
ガス・熱供給の比重の高さは福島県の経済的特
異性を顕著としている。いずれにしても福島県
は工業県としての地位を高めている。
第２に、地域際収支額（移輸出額－移輸入額）
のプラスでは、第１位：電力・ガス・熱供給
（1,314,273 百万円、地域際収支率 78.3％：以下
同）、第２位：電機機械（768,948百万円、44.8％）、
第３位：食料品（237,948 百万円、29.2％）、第
４位：精密機械（123,809 百万円、67.2％）、第
５位：その他の製造工業製品（85,881 百万円、
11.8％）のように電力・ガス・熱供給、電気機械・
精密機械・その他の製造工業製品の第２次産業
の比重が圧倒的に高い。第３位の食料品や、第
７位の農業（49,254 百万円、17.8％）の比重の
高さについても注視しておきたい。これら地域
際収支の黒字部門は、県外への経済的地位の高
さを表しており、福島県は、黒字部門の電力・
電機機械部門と食料品部門の伸長が今後の大き
な課題であろう。ただし原発事故によりこの電
力部門の位置は大きく変わらざるを得ない。
第３に、地域際収支額のマイナスでは、第１
位：対事業所サービス（－ 534,861 百万円、－
95.5％）、第２位：商業（－ 498,188 百万円、－
48.9％）、第３位：通信・放送（－ 343,055 百万
円、－ 116.9）、第４位：石油・石炭製品（－
322,467、 － 4,482.4 ％）、 第 ５ 位： 鉱 業（ －
278,159 百万円、－ 1343.2％）のように、対事
業所サービス、商業、通信・放送の第３次産業
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部門の赤字が顕著である。典型的な工業県の様
相を呈しているといえよう。天然資源関係はと
もかく、サービス業関係の赤字の減少・克服が
大きな課題となる。
第４に、福島県の産業別特化係数（表 10）
によれば、１位：電力・ガス・熱供給、２位：
情報・通信機器（電機機械）、３位：精密機械、
４位：非鉄金属、５位：電子部品（電機機械）、
６位：農業と続き、この点では第２次産業がほ
とんどを占めている。とくに電力・ガス・熱供
給の特化度は福島の特異なところである。これ
らの部門の特化度の高さは、その部門の重要度
をあらわしているのである。
第５に、産業別の従業者数（表 11）は、１位：
サービス業、２位：製造業、３位：商業、４位：
農業、５位：建設である。従業者の特化度は農
表９　福島県の産業構造・地域際収支構造（35部門）
（単位：百万円、％）
産　業　部　門 県内生産額 県内需要額 移 輸 出 額 移 輸 入 額 地域際収支額 地域際収支率
農　　　　　業 276,874 227,620 154,547 -105,293 49,254 17.8
林　　　　　業 25,108 30,012 5,280 -10,184 -4,904 -19.5
水　　産　　業 20,338 20,207 15,252 -15,121 131 0.6
（第１次産業計） 322,320 277,839 175079 -130,598 44,481 13.8
鉱　　　　　業 20,709 298,868 2,368 -280,527 -278,159 -1,343.2
食　　料　　品 814,465 576,517 618,608 -380,660 237,948 29.2
繊　維　製　品 89,340 114,070 85,253 -109,983 -24,730 -27.7
パルプ・紙・木製品 277,593 241,364 227,492 -191,263 36,229 13.1
化　学　製　品 402,750 431,520 321,248 -350,018 -28,770 -7.1
石油・石炭製品 7,194 329,661 229 -322,696 -322,467 -4,482.4
窯業・土石製品 188,755 130,367 138,000 -79,612 58,388 30.9
鉄　　　　　鋼 89,648 171,947 76,797 -159,096 -82,299 -91.8
非　鉄　金　属 262,479 231,575 243,875 -212,971 30,904 11.8
金　属　製　品 230,424 190,902 193,903 -154,381 39,522 17.2
一　般　機　械 302,206 351,747 261,664 -311,205 -49,541 -16.4
電　機　機　械 1,717,374 948,426 1,524,631 -755,683 768,948 44.8
輸　送　機　械 405,692 390,568 384,656 -369,532 15,124 3.7
精　密　機　械 184,340 60,531 178,676 -54,867 123,809 67.2
その他の製造工業製品 535,615 449,734 466,972 -381,091 85,881 16.0
建　　　　　設 923,010 923,010 0 0 0 0.0
電力・ガス・熱供給 1,668,867 354,594 1,390,169 -75,896 1,314,273 78.8
（第２次産業計） 8,120,461 6,195,401 6,114,541 -4,189,481 1,925,060 23.7
水道・廃棄物処理 190,631 183,344 10,357 -3,070 7,287 3.8
商　　　　　業 1,019,024 1,517,212 410,546 -908,734 -498,188 -48.9
金融・保険 502,458 543,693 2,496 -43,731 -41,235 -8.2
不　　動　　産 867,184 867,709 493 -1,018 -525 -0.1
運　　　　　輸 725,270 743,748 237,018 -255,496 -18,478 -2.5
通信・放送 293,463 636,518 2,509 -345,564 -343,055 -116.9
公　　　　　務 612,885 612,885 0 0 0 0.0
教育・研究 652,496 685,710 100,340 -133,554 -33,214 -5.1
医療・保健・社会保障 790,461 792,051 2,294 -3,884 -1,590 -0.2
その他の公共サービス 72,041 69,033 3,449 -441 3,008 4.2
対事業所サービス 559,874 1,094,735 4,086 -538,947 -534,861 -95.5
対個人サービス 750,657 744,693 86,714 -80,750 5,964 0.8
事　務　用　品 27,107 27,107 0 0 0 0.0
分　類　不　明 85,366 99,134 360 -14,128 -13,768 -16.1
（第３次産業計） 7,148,917 8,617,572 860,662 -2,329,317 -1,468,655 -20.5
合　　　　　計 15,591,698 15,090,812 7,150,282 -6,649,396 500,886 3.2
【備考】『平成 17 年　福島県産業連関表』より作成。
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業においてやや高いが、その他の林業・水産業
は必ずしも高くはない。
福島県は、電力に大きな比重のある特異な構
造をもち、電機機械等が発達し、農業・食料品
の比重も相当に高いが、商業・サービス業（第
３次産業）が著しく低位にある。すなわち原子
力発電に大きな比重のある、特異な産業構造を
有した工業県であるといえよう。
以上の考察から、岩手、宮城、福島の産業構
造上の特質を整理するならば次のようになろ
う。前記の 10 位までの特化係数によれば、岩
手県は林業・畜産・水産・農業・食料品の特化
度が特に高い。宮城県は漁業が著しく高く、次
いで石油・石炭製品、農業サービス・畜産、パ
ルプ・紙・木製品、そして飲食料品が上位につ
いている。福島は電力．ガス．熱供給がトップ
で、さらに情報．通信機器、精密機械や電子部
品が上位につき、農業や飲食料品がその次に続
く。そのようにみれば、岩手は林業・畜産・水
産の農林水産全般に特化し、宮城は漁業が顕著
でさらに農業・畜産、そして石油・石炭やパル
プ・紙など多様な部門に特化し、福島は電力を
はじめ情報・電子分野の工業分野の特化度が高
い。同じ東北といってもその産業構造は三者三
様であることに留意されなければならない。こ
れが復興計画の違いの１要因となるであろう。
３．東北３県の漁港・漁村構造
次に表 12 により、水産業と関連して漁港や
漁村の現状についてみてみよう。
それによれば、３県で漁港数 263 のうち、沿
岸の小規模漁港と近海のための中小漁港は第１
種漁港（地元）200 港（76％）と第２種漁港（地
表 10　福島県の産業別特化係数
順位 産業部門 特化係数 順位 産業部門 特化係数
１位 電力 . ガス . 熱供給 5.57 ６位 農業 1.68
２位 情報・通信機器 4.74 ７位 窯業・土石製品 1.64
３位 精密機械 3.09 ８位 電気機械 1.45
４位 非鉄金属 2.23 ９位 水道 . 廃棄物処理 1.43
５位 電子部品 1.97 10 位 飲食料品 1.41
【備考】（１）『平成 17 年　福島県産業連関表』より作成。
　　　（２）特化係数＝県内生産額構成割合／全国生産額構成割合。
表 11　福島県の産業別従業者数
産業部門（13 部門）
従業者数 従業者率 特化率
人 ％ 指数
１ 農業 119,164 11.0 1.592
２ 林業 1,958 0.2 0.903
３ 水産業（漁業） 2,911 0.3 0.671
４ 鉱業 1,308 0.1 1.206
５ 製造業 197,727 18.2 1.232
６ 建設 104,340 9.6 1.145
７ 電力・ガス・水道 14,542 1.3 1.490
８ 商業 170,099 15.7 0.871
９ 金融・保険・不動産 26,481 2.4 0.718
10 運輸・通信 62,831 5.8 0.724
11 公務 29,888 2.8 0.984
12 サービス 353,179 32.6 0.905
13 分類不明 187 0.0 0.000
合　計 1,084,615 100.0 1.000
【備考】『平成 17 年　福島県産業連関表』より作成。
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元と全国の間の広域漁港）50 港（19％）、合計
で 250（95.0％）にのぼり、全国的な第３種漁
港（全国的漁港）は 11 港（岩手４、宮城５、
福島２の 4.2％）、特に重要な政令漁港は宮城の
３港（気仙沼、塩釜、石巻）のみである。そし
て漁村（漁業集落）はこれら中小漁港の背後に
444 存在する。これら漁村を基盤として小規模
漁港や中小漁港があるのである。地域コミュニ
ティとしての漁村と小規模漁港・中小漁港の存
在を考慮しなければならない９）。
また表 13 の漁港管理者別漁港数を参照され
たい。東北３県で都道府県によるものが 263 漁
港中 68 港（25.9％）、市町村によるものが 195
港（74.1％）であり、これら市町村管理の漁港
は多くは小規模漁港・中小漁港であり、第１種
漁港200港・第２種50港に多くが含まれている。
80％近くの漁港が地元沿岸の小規模漁港・中小
漁港である。
《宮城県南三陸町の漁港・漁村構造》
いま漁港・漁村構造の実態について、宮城県
南三陸町の事例によりみてみよう。表 14 によ
れば、南三陸町は 23 漁港を有している。その
うち地元の小規模漁港（第１種）が 20 港（87.0
％）、地元と全国の中間の広域な中小漁港が３
港を占める。そしてその背後に 37 の集落が存
在し、１集落 80 戸の世帯数、うち漁家世帯数
は 46 戸で 57.2％に及ぶ。第１種漁港に限定す
れば、漁家世帯数は 79.2％を占める。このよう
に小規模漁港・小規模漁村に漁業者の占める割
合は極めて高い。
こうした漁業者の比重の高い小規模漁村・小
規模漁港が圧倒的な南三陸町においては、どの
ような復興計画をたてているのであろうか。
表 12　東北３県の種別漁港数・漁村数
都道府県名
種　　別　　漁　　港　　数
漁村数第１種
（地元）
第２種
（地元.広域）
第３種
（全国的）
第４種
（離島等）
特定第３種
（政令による）
計
岩手県
実数 83 23 ４ １ ０ 111 194
比率 74.8% 20.7% 3.6% 0.9% 0.0% 100.0%
宮城県
実数 115 21 ５ １ ３ 142 218
比率 81.0% 14.8% 3.5% 0.7% 2.1% 100.0%
福島県
実数 ２ ６ ２ ０ 0 10 32
比率 20.0% 60.0% 20.0% 0.0% 0.0% 100.0%
東北３県
実数 200 50 11 ２ ３ 263 444
比率 76.0% 19.0% 4.2% 0.8% 1.1% 100.0%
全　国
実数 2205 496 114 99 13 2914 6377
比率 75.7% 17.0% 3.9% 3.4% 0.4% 100.0%
【備考】富田宏「444 の生業とくらしのかたち」『世界』2011 年７月号。
表 13　東北３県の漁港管理者別漁港数
都道府県名
漁港数 同構成割合（％）
都道府県 市町村 計 都道府県 市町村 計
岩手県 31 80 111 27.9 72.1 100.0
宮城県 27 115 142 19.0 81.0 100.0
福島県 10 － 10 100.0 － 100.0
東北３県 68 195 263 25.9 74.1 100.0
全　国 873 2,041 2,914 30.0 70.0 100.0
【備考】都道府県別漁港管理者別漁港数一覧（平成 23 年４月１日現在）より作成。
http://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_zyoho_bako/gyoko_itiran/pdf/pdf_11_05_002.pdf　（2011 年９月１日ア
クセス）
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表 14　宮城県・南三陸町の漁港・漁村構造
番号 漁港名
漁港
種別
番号 集 落 名
集落
世帯数
漁家
世帯数
集落
人口
65 歳以
上人口
高齢化
比率
漁家
比率
１ 港 １種
１ 港・中野 103 80 399 114 28.6% 77.7%
２ 浪板 ６ ５ 25 ７ 28.0% 83.3%
３ 草木沢 12 ９ 53 15 28.3% 75.0%
２ 田浦 １種
４ 田浦 67 60 257 78 30.4% 89.6%
５ 田茂川・南の沢 29 24 113 34 31.1% 82.8%
３
石浜
（歌津）
１種 ６ 石浜 63 57 237 73 30.8% 90.5%
４ ばなな １種
７ 名足・中山 197 155 741 194 26.2% 78.7%
８ 馬場 45 40 194 62 32.0% 88.9%
５ 稲淵 １種 ９ 稲淵 37 31 154 40 26.0% 83.8%
６ 館浜 １種 10 館浜 43 36 171 45 26.3% 83.7%
７ 寄木 １種
11 町向 ９ ８ 41 11 26.8% 88.9%
12 寄木・砂浜 36 32 150 40 26.7% 88.9%
８ 韮浜 １種
13 韮の浜・西田 47 36 216 64 29.6% 76.6%
14 大森・平松 37 26 143 43 30.1% 70.3%
９ 細浦 １種 15 細浦 80 73 283 88 31.1% 91.3%
10 清水 １種 16
清水（旧松井田・清
水浜）
107 77 410 115 28.0% 72.0%
11 荒砥 １種
17 蒲の沢 54 47 219 63 28.8% 87.0%
18 平貝 57 48 232 71 30.6% 84.2%
12 平磯 １種 19 平磯 79 64 287 102 35.5% 81.0%
13 折立 １種
20 折立 48 16 148 52 35.1% 33.3%
21 川向 90 29 286 77 26.9% 32.2%
14 水戸辺 １種 22 水戸辺 40 26 147 51 34.7% 65.0%
15 津ノ宮 １種 23 津ノ宮 39 37 161 44 27.3% 94.9%
16
滝浜
（戸倉）
１種 24 滝浜 45 37 184 49 26.6% 82.2%
17 藤浜 １種 25 藤浜 25 23 108 28 25.9% 92.0%
18 長清水 １種 26 長清水 39 36 171 49 28.7% 92.3%
19 寺浜 １種 27 寺浜 23 22 111 38 34.2% 95.7%
20 泊（歌津） １種 28 泊 132 125 579 151 26.1% 94.7%
21 伊里前 ２種
29 伊里前・蜂畑 261 76 824 220 26.7% 29.1%
30 町向 42 20 120 32 26.7% 47.6%
31 管の浜・枡沢 106 35 303 81 26.7% 33.3%
22 志津川 ２種
32 袖浜 46 36 214 58 27.1% 78.3%
33 林 78 28 231 71 30.7% 35.9%
34
大森・本浜・十日町・
五日町・大久保
755 156 2,268 716 31.6% 20.7%
23 波伝谷 ２種
35 戸倉 47 39 150 51 34.0% 83.0%
36 門内 46 39 182 62 34.1% 84.8%
37 波伝谷 35 31 122 35 28.7% 88.6%
合計
計 23 漁港（１種
20 港、２種３港）
37 3005 1719 10634 3124 29.4% 57.2%
　　　町  平  均 80 46 287 84 29.4% 57.2%
　　　第１種漁港背後集落　平均 57 45 222 64 28.9% 79.2%
備考：南三陸町震災復興計画策定会議『漁業地域の復興に向けて』（大塚浩二）2011 年７月 10 日
http://www.town.minamisanriku.miyagi.jp/uploads/photos１/sakuteikaigi２-11.pdf　（2011 年９月９日アクセス）
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４．東北３県の復興計画
東日本大震災からの復興について、主要３県
の復興計画の特徴をみていこう。
（１）　岩手県の復興計画
「岩手県東日本大震災津波復興計画　復興基
本計画」（2011 年８月 11 日）10）において、「復
興の目指す姿」について、「安全で安心な防災
都市・地域づくり」「脈々と地域に継承されて
きた歴史や文化を次代に継承した「ふるさと」
の地域社会づくり」「被災者一人ひとりに寄り
添う人間本位の復興」「地域の主体性を踏まえ、
コミュニティの回復・再生、三陸の多様な資源
や可能性などの特性を生かす」「全国、世界、
人と人、地域と地域のつながり、多様な参画に
よる開かれた復興」を図り、「いのちを守り　
海と大地と共に生きる　ふるさと岩手・三陸の
創造」としている。
そして「復興に向けた３つの原則」として、
①安全の確保、②暮らしの再建、③なりわいの
再生、を掲げ、この原則のもとで、「地域のコ
ミュニティや、人と人、地域と地域のつながり
を重視」して復興を実現するとしている。
その上で「なりわいの再生」において、水産
業に関しては、「地域に根ざした水産業を再生
するため、両輪である漁業と流通・加工業につ
いて、漁業協同組合を核とした漁業、養殖業の
構築と産地魚市場を核とした流通・加工体制の
構築を一体的に進める。」とし、農林業に関し
ては、「沿岸の地域特性や地域づくりの方向性
等を踏まえた生産性・収益性の高い農業を実現
する」とする。
地域に継承されてきた伝統や歴史を尊重し、
地域特性や多様性を踏まえ、住民主体・地域主
体の実態に即した創造的復興を図る、いわば「岩
手方式」である。
（２）　宮城県の復興計画
2011 年８月 17 日の「宮城県震災復興計画
（案）」11）によれば、基本理念として、「１．災
害に強く安心して暮らせるまちづくり、２．県
民一人ひとりが復興の主体・総力を結集した復
興、３．「復旧」にとどまらない抜本的な「再
構築」、４．現代社会の課題を解決する先進的
な地域づくり、５．壊滅的な被害からの復興モ
デルの構築」をかかげ、「県民一人ひとりが復
興への役割を自覚し主体となるとともに」、「抜
本的な再構築」、「新たな制度設計や思い切った
手法を取り入れ」るとしている。きわめて指導
性、新規性に富んだ姿勢をとる。そして最終的
には、宮城県の長期総合計画に掲げた「富県宮
城の実現」、「安心と活力に満ちた地域社会づく
り」「人と自然が調和した美しく安全な県土づ
くり」の基本方向に基づくとする。
そして農業・林業・水産業では、全く新しい
発想による広域的で大規模な土地利用や効率的
な営農方式の導入、法人化や共同化による経営
体の強化など、新たな時代の農業・農村モデル
の構築を目指すとしている。
水産業みやぎの復興について、これまでの水
産業の「原型復旧」は極めて困難であり、この
ため本県水産業の復興と発展に向けて、「原型
復旧」にとどまらず法制度や経営形態、漁港の
あり方等を見直し、新しい水産業の創造と水産
都市の再構築を推進するとして、水産業につい
ては、新たな水産業の創造として、優先的に再
開される沿岸漁業拠点復旧を最優先で実施し、
水産業集積拠点の再構築、漁港の集約再編及び
強い経営体づくりを行い、家族経営など零細な
経営体の共同組織化や漁業会社など新しい経営
方式を導入し、経営の安定化・効率化を目指し、
高度化・効率化した漁港を中心に規模の拡大や
６次産業化を図るとする。
漁港に関しては、水産業集積地域、漁業拠点
を集約再編し水産業集積拠点を再構築し、漁港
を３分の１程度に集約再編しつつ、拠点となる
地域の機能を優先的に復旧するとする。そして
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また、気仙沼・志津川・女川・石巻・塩釜の主
要な５つの漁港を水産業集積拠点とし、重要な
漁港を沿岸漁業拠点として整備する（漁業権の
変更を含む）としている。
ここでは、①水産業集積拠点、②沿岸漁業拠
点中心を重点に置き、その他の中小漁港に対す
る復興策は明示されていない。
また漁業権に関しては若干の慎重な姿勢に修
正して、漁業権の変更・更新、漁業権優先順位
の変更等についての検討がなされる。
そして政府の東日本大震災復興構想会議
（2011 年５月 10 日）において宮城県知事は、
水産業の早期復興策として⑴水産業の国営化、
⑵水産業復興特区の創設を提起した 12）。その
国営化案の現実性はともかく、水産業復興特区
は「養殖業等の沿岸漁業への民間による参入や
資本の導入などが促進される」ようにするとい
うものであった。
ところが国の復興構想会議はこうした方向性
について、地域の意向を尊重し、地元漁業者の
主体性を前提として提案している。また水産庁
は小規模漁港への配慮もなされており、政府に
おいて地域尊重の姿勢が示されている 13）。こ
こには微妙な相違点が背景にあるように思われ
る。
いずれにしても宮城県では、強力な県のリー
ダーシップの下で、拠点地域重視の高度化・効
率化の方向での大胆な再構築・再編をすすめる
いわば「宮城方式」が提起される。
（３）　福島県の復興計画
福島県の「復興にあたっての基本理念（基本
方針）（案）」（2011 年６月９日）14）（http://ww-
wcms.pref.fukushima.jp/download/１ /sou-
goukeikaku_shiryou２-230609.pdf）によれば、
それは「１．ふくしまを愛する人すべての力を
結集した復興、２．ふるさとへの帰還の実現、
３．活力の早急な回復と飛躍、４．安全・安心
で持続可能な新たな社会の構築、５．原子力災
害の克服」として、「ふくしま」全体で支え・
復興し、県内のあらゆる主体が力を合わせ、国
内外の応援してくれるすべての人々の力を結集
し、それぞれの地域が主体となってすすめると
する。そして上記の「帰還」や「回復と飛躍」
は原発被害と密接な関連を有し、再生可能エネ
ルギー関連産業などの産業振興を提起する。ま
た「安全・安心」は「持続可能社会」「原子力
発電に依存せず、再生エネルギー利用を飛躍的
に高めた社会」「大都市一極集中型でなく…効
率性だけを偏重せず…代替手段を確保する」と
する。このように福島県の復興計画の基本理念
は原子力・エネルギーとの関わりで提起される。
福島は原発問題の解決なくして復興はありえな
い。
その後の「福島県復興ビジョン」（2011 年８
月 11 日）15）によれば、６月案における４と５
がこの１の理念に統合され、「脱原発」が前面
に出る。すなわち、基本理念として、「１．原
子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展
可能な社会づくり」「２．ふくしまを愛し、心
を寄せるすべての人々の力を結集した復興」
「３．誇りあるふるさと再生の実現」をかかげた。
そこでは、「今回の原子力災害で最も深刻な被
害を受けたふくしまの地においては、『脱原発』
という考え方の下、原子力に依存しない社会を
目指す。そして再生エネルギーの飛躍的な推進
を図るとともに、省資源、省エネルギーやリサ
イクルなどを強力に推進し、環境との共生が図
られた社会づくりを進める。」と宣言する。
福島県は、基本的には住民本位・地域本位の
脱原発・原発被害対応が主軸のいわば「福島方
式」を提示する。
《宮城県南三陸町の復興計画》
先述した漁業者の比重の高い小規模漁村・小
規模漁港が圧倒的な宮城県南三陸町における復
興計画の水産業に関する該当箇所を以下に引用
しておこう（太字は筆者の注意点）16）。
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南三陸町震災復興基本方針（素案）（平成 23
年６月 10 日）
目標３ なりわいと賑わいのまちづくり
⑴　水産業及び水産関連産業の応急的復旧
による早期再開
■本町復興の足掛かりは基幹産業である水
産業の復活にかかっており、漁業関連施
設の応急的復旧を行い１日も早い水産業
の再開を図ります。
■漁業者、加工業者の協業化とともに、最
少資本による迅速かつ効果の高い漁業及
び関連産業の復興を図ります。
■早期仮復旧の時期を明確にアピールする
ことにより、仲買人等流通関連業者の維
持確保を図ります。
⑵　水産業及び水産関連産業の本格的復興
への取り組み推進
■中核漁港への集中的資本整備と小規模漁
港の機能分担の再検討と各機能に合致し
た整備を図ります。
■地域の産業特性や漁業形態の多様性に十
分に配慮しつつ、水産加工等漁業関連施
設の機能的集約化及び近代化を図ります。
■高機能化した漁港施設及び高速交通体系
の構築を見据えた販売戦略の構築と販路
拡大による産業復興を図ります。
このように南三陸町の復興基本方針では、中
核漁港と小規模漁港をあわせた整備計画、地域
の産業特性や漁業形態の多様性を配慮してい
る。こうした小規模漁港・小規模漁村がほとん
どを占める、この地域における漁業復興は、こ
うした小規模漁港・小規模漁村への配慮が不可
欠である。
このように、岩手・宮城・福島の復興計画は、
①伝統や歴史を尊重し、地域特性や多様性を踏
まえ、住民主体・地域主体の「岩手方式」、②
強力な県のリーダーシップの下で、拠点地域重
視の高度化・効率化の方向での大胆な再構築・
再編をすすめる「宮城方式」、③基本的には住
民本位・地域本位の脱原発・原発被害対応が主
軸の「福島方式」、の３つのそれぞれの基本ス
タンスの差異性や独自性に注目されなければな
らない。
５．各県復興委員会の構成
岩手県、宮城県、福島県の復興計画の差異性
や独自性は、基本的にはそれぞれの産業構造・
社会経済構造やその県の基本的スタンスに大き
く影響されるが、それはこの復興計画立案の委
員会構成にも表れている。いまその各県の復興
委員会の委員構成をみてみよう。
（１）　岩手県の復興委員会
岩手県東日本大震災津波復興委員会は次の構
表 15　岩手県復興委員会の構成
岩手県東日本大震災津波復興委員会委員 地元●
外部×委　員 氏　　名 職　　　　　　　名
委員長 藤井克己 国立大学法人岩手大学学長 ●
副委員長 元持勝利 岩手県商工会議所連合会会長 ●
委員 石川育成 社団法人岩手県医師会会長 ●
伊東碩子 社団法人岩手県栄養士会会長 ●
植田眞弘 公立大学法人岩手県立大学宮古短期大学部学部長 ●
遠藤洋一 岩手県教育振興基本対策審議会会長 ●
及川公子 特定非営利活動法人岩手県地域婦人団体協議会会長 ●
大井誠治 岩手県漁業協同組合連合会会長 ●
小川惇 社団法人岩手県建築士会会長 ●
桑島博 社会福祉法人岩手県社会福祉協議会会長 ●
佐藤泰造 岩手県水産加工業協同組合連合会代表理事会長 ●
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成となっている 17）。
19 人の委員のうち 19 人全員が地元者である。
県内の大学や主要な団体代表等から構成されて
いる。地元中心の利害関係者からなっている、
ある意味で伝統的な構成ともいえよう。ただし
岩手県の復興委員会は、専門委員会、総合企画
専門委員会及び津波防災技術専門委員会が併設
されており、専門委員会は技術関係の外部専門
家８人で構成され、総合企画専門委員会は地元
の大学研究者７人によって構成され、津波防災
技術専門委員会は東北大２人、東大２人、岩大
３人、その他岩手関係者１人、計８人地元関係
者と外部者の混成で成り立っている 18）。その
意味では複合的組織体制により地元利害関係者
を基本に、外部人材を活用しながら、地元者の
役割を発揮する仕組みをとっているようである。
（２）　宮城県の復興会議
宮城県震災復興会議は次のような構成となっ
ている 19）。
12 人中、地元者は東北大学学長を含め２人
で、他の 10 人は全員外部者である。この外部
者 10 人はいずれも全国レベルの著名人であり、
宮城県復興会議は外部者中心の委員構成となっ
ている。これら外部者は地域の実情に必ずしも
通じているとはいえず、いわば全国的中央的視
点が働きがちである。そこでは県（事務局）の
指導性が発揮され、それと全国的中央的視点と
が接合しやすくなる。宮城県の復興計画の基本
的スタンスが反映しているようである。
（３）　福島県の復興ビジョン検討委員会
福島県の復興ビジョン検討委員会の構成は次
のとおりである 20）。
委員 12 人中地元者は９人、外部者は３人で
あり、地元者主体での構成となっている。
表 16　宮城県復興会議の構成
宮城県震災復興会議委員（第２回より） 地元●
外部×委　員 氏　　名 職　　　　　　　名
議長 小宮山宏 株式会社三菱総合研究所理事長、東京大学総長顧問 ×
副議長 井上明久 東北大学総長 ●
副議長 寺島実郎 財団法人日本総合研究所理事長 ×
委員 石川幹子 東京大学大学院工学系研究科教授 ×
今村文彦 東北大学大学院工学研究科附属災害制御研究センター長 ●
岡田新一 建築家、日本藝術院会員 ×
神藏孝之 イマジニア株式会社代表取締役会長兼 CEO ×
木村拓郎 一般社団法人減災・復興支援機構理事長 ×
生源寺眞一 名古屋大学大学院生命農学研究科教授 ×
広井良典 千葉大学法経学部総合政策学科教授 ×
藻谷浩介 株式会社日本政策投資銀行地域企画部地域振興グループ参事役 ×
山田澤明 株式会社野村総合研究所顧問、震災復興プロジェクトプロジェクトリーダー ×
計 計 12 人（内訳）地元者：２人、外部者：10 人
高橋真裕 社団法人岩手県銀行協会理事会長 ●
田中卓 特定非営利活動法人やませデザイン会議議長 ●
長岡秀征 社団法人岩手県工業クラブ会長理事 ●
中崎和久 岩手県森林組合連合会代表理事会長 ●
長澤壽一 岩手県農業協同組合中央会会長 ●
野田武則 岩手県沿岸市町村復興期成同盟会会長（釜石市長） ●
平山健一 独立行政法人科学技術振興機構 JST イノベーションサテライト岩手館長 ●
福田泰司 東日本旅客鉄道株式会社執行役員盛岡支社長 ●
計 計 19 人（内訳）地元者：19 人、外部者：０人
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すなわち復興委員会の構成員から見て、岩手
県の地元者志向、宮城県の外部者志向、福島県
の外部者を含む地元者志向といった特徴が看取
されるであろう。前述の復興計画の相違や独自
性がここにも反映されているようである。
６．復興の地域マネジメント
復興の地域マネジメントはどのようにあるべ
きか。まず地域経済の自立的発展のための要件
について言及しておきたい。
（１）　地域経済自立的発展の要件
地域経済の自立化のための課題について別稿
での提起を再掲しておきたい 21）。地域経済の
自立的発展のためには次の７点に留意する必要
があるであろう。
①　地域経済の基本目標の設定
　地域経済の基本目標は、地域経済が地域住
民の雇用（就業）と所得を確実にし、仕事
と生活を充実させることに設定すべきであ
る。したがって地域経済の経済目標は、雇
用（就業）と所得の向上に求め、そのため
の手段として GDP の経済成長率を位置づ
ける。
②　地域経済の独自性の発揮
　地域経済の独自性の発揮とは、独自の地域
資源を活用し、地域の特性を生かす地域経
済のあり方を構築することである。長野・
山梨の場合、自然・森林資源、果樹等農業、
伝統的工芸品・地場産業などが重視されな
ければならない。長野の林業・精密機械の
役割は極めて大きい。
③　地域際収支の改善
　地域際収支の改善とは、黒字部門をさらに
伸張し、赤字部門を克服することであり、
移輸出を促進し、移輸入を適正化すること
である。長野・山梨の場合、農業・食品工
業・機械工業をさらに伸張させ、原材料部
門や商業・事業所向けサービス業・研究開
発等の赤字克服を図る産業振興が必要であ
る。林業や精密機械産業の発展は別の意味
で両県にとって不可欠である。情報やビジ
ネスなどの専門的能力を高め、自律的なサ
ービス経済化を促進すること。代替原材料
やリサイクル原材料を開発し、農林等自然
資源の活用と保全をはかること。
④　地域経済の地域内循環の発達
　地域経済の地域内循環の発達は、「地産地
消」にみられるように地域資源を活用し、
地域内の生産・流通・消費を高めていくこ
とである。物財のみならず資金面の地域内
表 17　福島県復興委員会の構成
福島県復興ビジョン検討委員会委員 地元●
外部×委 員 氏　　名 職　　　　　　　名
座長 鈴木浩 福島大学名誉教授 ●
赤坂憲雄 福島県立博物館長 ●
安部義孝 （財）ふくしま海洋科学博物館理事長兼館長 ●
石森亮 （株）日本政策投資銀行常務執行役員 ×
伊藤房雄 東北大学大学院農学研究科教授 ●
鎌田真理子 いわき明星大学人文学部教授 ●
清水愼一 （株）JTB 常務取締役 ×
髙橋迪夫 日本大学工学部教授 ×
角山茂章 会津大学理事長兼学長 ●
福井邦顕 日本全薬工業（株）代表取締役会長 ●
座長代行 山川充夫 福島大学経済経営学類教授 ●
横山斉 福島県立医科大学医学部心臓血管外科学講座主任教授兼附属病院副病院長 ●
計 計 12 人　（内訳）地元者：９人、外部者：３人
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循環に留意されなければならない。先端産
業の県内定着化をはかり、県内産業との有
機的連関を高めていくこと。
⑤　自立的な地域間経済交流の発達
　自立的地域間経済交流の発達は、地域外の
経済的流通をはじめ自立的に交流を高めて
いくことであって、地域内循環の発達と統
一的に進められる必要がある。とりわけ近
隣諸県との経済交流・経済連携を促進する
ことが求められる。とくに山梨と長野の産
業や経済の交流を深めることが必要である。
⑥　地域を基礎に相互に連携した産業経済政
策の展開
　地域を基礎に相互連携した産業経済政策の
展開とは、しばしばみられる縦割り業種別
地域政策ではなく、地域連携を重視した総
合的な地域政策の展開を追求するものであ
る。とくに商工業・サービス・農業・森林・
観光等の統合的総合的政策が求められる。
⑦　地域経済の主体的自己決定力の確立と担
い手の育成
　地域経済の主体的自己決定力の確立と担い
手の育成は、地域経済の振興計画や実施方
針を決定するにあたって地域レベルで地域
の住民の主体性によるべきであるというこ
とであり、地域経済の担い手や地域の経済
団体の育成強化をとくに重視することであ
る。
以上の提起は地域経済の自立的発展のための
一般的提起にすぎない。今回の大震災を踏まえ
た復興にとっては別の検討が求められるであろ
う。次に復興のための地域マネジメントとして
検討したい。
（２）　地域マネジメントの基本原理
復興のための地域マネジメントとして、その
基本原理を明らかにしたい。以下ではジョン・
ロールズの正義論（公正論）に立脚して２つの
基本原理を提起し、またロールズ公正論を超え
るものとして１つの原理を提示し、さらにそれ
とはレベルを異にした２つの原理を提起した
い 22）。
第１の基本原理は、最も根本的な基本原理で
あり、最も不利な人・最も不利な地域の利益の
最大化が最優先されるということである。「最
不利者の利益最大化」、これはジョン・ロール
ズ正義論（公正論）の第２原理の「格差原理」
に立脚している、いわば結果としての公正であ
る。ロールズのこの見地は、近代社会の根本的
政治哲学の「最大多数の最大幸福」を超え、企
業経営上の指導原則である「選択と集中」や「ス
クラップアンドビルド」とも対照的である。こ
の原理は多数者利益・少数者犠牲を否定し、全
員の幸福を実現するという基本原理である。復
興計画においては、最も甚大な被害に遭い、最
も困難な状況にある人や地域を重視して復旧・
復興に当たることの重要性に関わる原理であ
る。しばしばこうした人や地域は少数者として
置き去りにされがちであるが、それを容認また
は促進するということは人的差別の助長につな
がり非人間的な行為であるということを認識し
なければならない。復興計画は、最も困難な人
を含め、被災を被ったすべての人や地域が対象
でなければならない。
第２の基本原理は、ロールズの基本原理でも
ある「機会均等」である。すべての人や地域が
出発点において平等に扱われるということであ
る。出発点はすべて同一線上に立ち、最初から
大小・優劣・良否を与えない。しかし歴史的社
会的条件は、出発点から差別があり、機会均等
が欠落しがちである。したがって機会均等のた
めの環境を形成することが求められ、社会経済
的弱者に対してはその地位を高めることが政策
的正当性を獲得する。いわば出発点としての公
正であり、復興計画においても貫徹されるべき
基本原理である。
第３の基本原理は、「参加型民主主義」でる。
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これはロールズの原理が「出発点としての公正」
と「結果としての公正」に限定されていること
に対する、「過程としての公正」であるところ
の参加の原理（利益参加、経営参加、計画参加、
事業参加等）である。復興計画では、住民や地
域の主体的参加が不可欠であり、その実行過程
のみならず、重要なのはその決定過程への参加
である。外部者の支援を大事にしつつ、地元者
の主体的参加が重視されなければならない。
第４は、共有資源（共同地や漁場等のコモン
ズ）の管理方式として、その住民利用者による
当事者の自主管理が最適であるということであ
る。これはエリノア・オストロム教授の経済学
に対する最大の貢献であり、実証研究および理
論研究を通して、共有資源の保全管理のために
有効な方法は、国家や市場ではなく、第三の方
法として、共有資源に利害関係をもつ当事者が
自主的に適切なルールを取り決めて保全管理を
するというセルフガバナンス（自主統治）の可
能性を示したことである、とされている 23）。
第５は、内発的発展を基本にすすめることで
ある。単に外発的発展に依存するのではなく、
住民と地域の内部的力量の発展蓄積を基軸と
し、それとの関連で外的要素を有効に導入する
ことである。地域特性の尊重、基礎自治体（市
町村）の主体性の尊重が重視される。地域際収
支の改善も重視される。
第６に、「自助・共助・公助」の適切な組み
合わせである。これはこれまでの支配的原理で
あった「自助自律・自己責任」原則と対照的で
ある。とくに自助や公助をつなげそれらを有効
にする共助の意義は大きい。家族や地域コミュ
ニティにおけるつながりや互助の重要性が再認
識されなければならない 24）。
このように、①「最不利者の利益最大化」、
②「機会均等」、③「参加型民主主義」、④共有
資源の「当事者による自主管理」、⑤「内発的
発展」、⑥「自助・共助・公助」の６つの原理
が不可欠であろう。これらは復興計画において
特に重要な地域マネジメントの基本原理である。
おわりに
大震災からの復興をどのように行っていく
か、これはわが国の大きな課題となっている。
その復興計画は、国レベルでは構想や基本方針
として一応成立しているものの、その具体的計
画化は必ずしも明確ではない。本稿では被災県
のうち岩手県、宮城県、福島県の３県における
復興計画について検討することを通じて、復興
のための地域マネジメント（地域運営）の基本
原理について提言してきた。
そこにおける、①「最不利者の利益最大化」、
②「機会均等」、③「参加型民主主義」、④共有
資源の「当事者による自主管理」、⑤「内発的
発展」、⑥「自助・共助・公助」の６つの原理は、
復興のための政策理念であるということができ
る。
ところで市町村における復興計画はどうであ
ろうか。日本経済新聞（2011 年９月 9 日）に
よれば、岩手、宮城、福島３県の沿岸部 31 市
町村で復興計画を策定済みなのは、岩手の洋野
町と久慈市、宮城の岩沼市、福島の相馬市の４
市町村にすぎず、９割ほどの市町村では未策定
であるという。とはいえ多くの市町村では振興
計画の基本方針やビジョンが提示され計画策定
の準備は行われている。問題は財源不足にある
ようである。いずれにしても基礎自治体の市町
村の復興計画が早急に適正に立案されることが
期待される。
注
１）岩手・宮城・福島の復興計画の違いについ
ては、次の全国新聞でも特記されている。
「特集　被災３県知事インタビュー　東北
再生への決意」『日本経済新聞』2011 年６
月 21 日付。
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２）農林水産省『東日本大震災について～東北
地方太平洋沖地震の被害と対応～』（平成
23 年 ８ 月 24 日 公 表 ）http://www.maff.
go.jp/j/press/keiei/saigai/110824.html
（2011 年９月１日アクセス）。
３）『平成 17 年 岩手県産業連関表』は、岩手
県庁 HP の産業連関表のページから入手す
ることができる。http://www3.pref.iwate.
jp/webdb/view/outside/s14Tokei/top.
html（2011 年９月１日アクセス）。
４）地域際収支の指標は、〔地域際収支額＝移
輸出額－移輸入額〕、〔地域際収支率＝地域
際収支額÷地域内生産額× 100〕、によっ
て求められる。なお地域際収支に関しては、
堀越芳昭「わが国地域際収支の研究―都道
府県別・地域ブロック別検討―」山梨学院
大学大学院社会科学研究科『社会科学研究』
第 28 号、2008 年２月参照。
　　（http://ci.nii.ac.jp/els/110006550120.pdf?id
=ART0008532755&type=pdf&lang=jp&h
ost=cini i&order_no=&ppv_type=０
&lang_sw=&no=1314857594&cp=）
　　また堀越芳昭「地域際収支統計資料」山梨
学院大学『経営情報学論集』第 14 号、
2008 年２月参照。
５）産業別特化係数は次の算式によって求めら
れる。〔特化係数＝県内生産額構成割合／
全国生産額構成割合〕。すなわち産業別特
化係数が 1.0 以上であるものは全国の平均
よりも特化度が高いものであり、その比率
の高いほど特化度が高いということになる。
６）『平成 17 年 宮城県産業連関表』は、宮城
県庁 HP の産業連関表のページから入手す
ることができる。
　　http://www.pref .miyagi . jp/toukei/
t o u k e i d a t a / b u n s e k i / I - O _ H 1 7 /
h17rennkann.htm（2011 年９月１日アク
セス）。
７）注４）の拙稿参照。
８）『平成 17 年 福島県産業連関表』は、福島
県庁 HP の産業連関表のページから入手す
ることができる。
　　http://wwwcms.pref.fukushima.jp/pcp_
p o r t a l /P o r t a l S e r v l e t ?D I SPLAY_
I D = D I R E C T & N E X T _ D I S P L A Y _
ID=U000004&CONTENTS_ID=17025
（2011 年９月１日アクセス）。
９）中小漁港が復旧・復興において放置ないし
は軽視される中で、全国町村会は、「東日
本大震災からの復旧・復興に向けての特別
意見」（平成 23 年７月８日）において、「太
平洋岸各県の水産業は、大津波により一瞬
にして未曾有の壊滅的な打撃を被り、数多
くの漁村の存続が危惧されるなど、かつて
ない危機的な状況に陥っている。しかし、
三陸沖をはじめとする太平洋岸は世界有数
の漁場であり、国による強力な支援がなさ
れるならば、漁業と漁村が復活することは
十分に可能である。
　　　その際、従前の補助事業のようにインフ
ラ復旧に要する経費の一部を漁業者や町村
等に負担させた場合、復旧は円滑に進捗せ
ず、漁業生産の低迷、既往債務と併せた二
重ローンの発生、漁村集落の崩壊等を招来
することになる。
　　　国は、このような危機的な状況を直視し、
我が国を代表する漁場、漁村地域を再生さ
せるとの決意の下、全額国費により漁港、
漁船、養殖施設、加工施設等のインフラ復
旧に努めること。
　　　また、インフラ復旧に係る工程表の作成
にあたっては、地域に密着した多数の中小
規模の漁港や漁村が置き去りにされること
がないよう現場の声を十分に聴取するとと
もに、漁業再開までの被災漁業者の生活面
も考慮し、災害復旧工事等での優先的な雇
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用の確保及び無理なく住居を再建できる助
成措置を講じること。」と表明する。
h t t p : / / w w w . z c k . o r . j p /
activities/230708-02/230708-01.pdf（2011
年９月１日アクセス）。
10）「岩手県東日本大震災津波復興計画復興基
本計画」（2011 年８月 11 日）は岩手県庁
HP から入手できる。
　　http://www.pref . iwate.jp/~hp0212/
fukkou_net/pdf_doc/kihonkeikaku.pdf
（2011 年９月１日アクセス）。
11）「宮城県震災復興計画（案）」（2011 年８月
17 日）は宮城県庁 HP から入手すること
が で き る。http://www.pref.miyagi.jp/
seisaku/sinsaihukkou/keikaku/keikaku４
-1.pdf（2011 年９月１日アクセス）。
12）東日本大震災復興構想会議（2011 年５月
10 日）において宮城県知事の提言は以下
参照。
　　http://www.cas.go.jp/jp/fukkou/pdf/
kousou４/murai.pdf　（2011 年９月１日ア
クセス）。
13）東日本大震災復興構想会議『復興への提言
～ 悲惨のなかの希望 ～』（平成 23 年６月
25 日 ） は 以 下 参 照。http://www.cas.go.
jp/jp/fukkou/pdf/kousou12/teigen.pdf
（2011 年９月１日アクセス）。
　　　復興構想会議は復興構想７原則を掲げ、
「原則２：被災地の広域性・多様性を踏ま
えつつ、地域・コミュニティ主体の復興を
基本とする。国は、復興の全体方針と制度
設計によってそれを支える。」として、〔水
産業〕水産業の重要性を説く。それは、沿
岸漁業・地域（小規模漁港・漁業集落と一
体）、沖合遠洋漁業・水産基地（基地港・
拠点漁港）を位置づけ、「必要な地域では、
以下の取組を「特区」手法の活用により実
現すべきである。具体的には、地元漁業者
が主体となった法人が漁協に劣後しないで
漁業権を取得できる仕組みとする。ただし、
民間企業が単独で免許を求める場合にはそ
のようにせず地元漁業者の生業の保全に留
意した仕組みとする。その際、関係者間の
協議・調整を行う第三者機関を設置するな
ど、所要の対応を行うべきである。」とする。
　　　ここには地域・コミュニティ主体の復興
を原則としつつ、小規模漁港や地元漁業者
への配慮を前提として、漁業権のあり方の
見方が示される。
　　　また水産庁「水産復興マスタープラン」
（平成 23 年６月 28 日）によれば、「復興に
当たっての基本理念」として、「（１）地元
の意向を踏まえて復興を振興する」を第１
にあげ、漁港に関して、「漁港の復旧・復
興については、以下のような考え方のもと、
漁港の間で機能分担を図りつつ、地域一体
として必要な機能を早期かつ計画的に確保
していくことを目指し、県・市町村及び地
元漁業者等の意見を十分に踏まえて推進」
とし、「①全国的な水産物の生産・流通の
拠点漁港」、「②地域水産業の生産・流通の
拠点となる漁港」、「③その他の漁港：上記
①②以外の漁港については、地域水産業の
早期再開に向けた地元漁業者の意向、漁港
の被災状況や背後集落の復興に向けた方針
等を考慮しつつ、当該漁港において漁船の
係留場所の確保など復旧・復興の必要性の
高い機能から優先して整備が必要な施設を
選定し、事業を実施」するとする。
　　　そして漁業権に関しては、「現行の漁業
法においても、株式会社も含め、外部の民
間資本が漁業権の免許を受けることは既に
認められているところ、地域の理解を基礎
としつつ、国と地方公共団体が連携して地
元のニーズや民間企業の意向を把握し、地
元漁業者と技術・ノウハウや資本を有する
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民間企業との様々な形での連携に向けた仲
介・マッチングを推進。
　　　また、東日本大震災復興構想会議の提言
において、「特区」手法を活用した取組が
盛り込まれたことを踏まえ、必要な地域で
は地元漁業者が主体となった法人が漁協に
劣後しないで漁業権を取得できる仕組み等
の具体化を図る。」と地域や地元漁業者を
尊重した姿勢を貫いたうえで、漁業権の見
直しや「特区」手法を提示する。http://
www.jfa.maff .go.jp/j/press/kikaku/
pdf/110628-03.pdf（2011 年９月１日アク
セス）。
　　　政府の東日本大震災復興対策本部「東日
本大震災からの復興の基本方針」（平成 23 
年７月 29 日）によれば、漁業権に関して「地
域の理解を基礎としつつ、漁業者が主体的
に技術・ノウハウや資本を有する企業と連
携できるよう仲介・マッチングを進めると
ともに、必要な地域では、地元漁業者が主
体の法人が漁協に劣後しないで漁業権を取
得できる特区制度を創設する。」とし、地
域理解を基礎に地元漁業者の主体性を前提
としている。http://www.reconstruction.
go.jp/topics/doc/20110729houshin.pdf
（2011 年９月１日アクセス）。
14）福島県「復興にあたっての基本理念（基本
方針）（案）」（2011 年６月９日）は福島県
庁 HP から入手することができる。
　　http://wwwcms.pref . fukushima.jp/
download/１ /sougoukeikaku_shiryou２
-230609.pdf（2011 年９月１日アクセス）。
15）「福島県復興ビジョン」（2011 年８月 11 日）
は福島県庁HPから入手することができる。
　　http://wwwcms.pref . fukushima.jp/
download/１/fukkouvision.pdf（2011 年９
月１日アクセス）。
16）南三陸町震災復興基本方針（素案）（平成
23 年６月 10 日）は同町 HP から入手する
ことができる。
　　http://www.town.minamisanriku.miyagi.
jp/uploads/photos１ /sakuteikaigi1.pdf
（2011 年８月４日アクセス。）しかしなぜ
かわからないが、2011 年９月 18 日付の南
三陸町震災復興計画（素案）からは、「小
規模漁港への配慮」が記載されていない。
http://www.town.minamisanriku.miyagi.
j p / u p l o a d s / f t p _ c o m m o n /
sakuteikaigi/20110918soan.pdf（2011 年 ９
月 25 日アクセス。）
17）「岩手県東日本大震災津波復興委員会委員」
は、注９）に記載されている。
18）岩手県東日本大震災津波復興専門委員会は、
川村雄介（株式会社大和総研 専務理事）、
北村喜宣（上智大学法学部 教授）、玄田有
史（東京大学社会科学研究所 教授）、関満
博（明星大学経済学部 教授）、多胡秀人（ア
ビームコンサルティング株式会社 顧問）、
三谷陽造（財団法人神戸国際観光コンベン
ション協会コンベンション事業部 参事）、
藻谷浩介（日本政策投資銀行地域振興部 
参事役）、森地茂（政策研究大学院大学 政
策研究センター所長）の外部者８人からな
っている。
　　　また岩手県東日本大震災津波復興委員会
総合企画専門委員会は、齋藤徳美（放送大
学岩手学習センター所長）、豊島正幸（岩
手県立大学地域連携本部本部長、総合政策
学部教授）、緒方武比古（北里大学海洋生
命科学部長三陸キャンパス・大船渡市）、
谷藤邦基（（財） 岩手経済研究所地域経済
調査部主席研究員）、平山健一（独立行政
法人科学技術振興機構 JST イノベーショ
ンサテライト岩手館長）、広田純一（岩手
大学農学部教授）、单正昭（岩手大学工学
部教授）の地元有識者７人で構成されてい
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る。
　　　さらに岩手県津波防災技術専門委員会
は、今村文彦（東北大学大学院教授）、堺
茂樹（岩手大学工学部長）、首藤伸夫（東
北大学名誉教授）、内藤廣（東京大学名誉
教授）、羽藤英二（東京大学大学院准教授）、
平山健一（独立行政法人科学技術振興機構、
JST イノベーションサテライトいわて館
長）、南正昭（岩手大学工学部教授）、山本
英和（岩手大学工学部准教授）
　　　以上は注９）及び
　　http://www.pref . iwate.jp/~hp0212/
f u k k o u _ n e t / p d f _ d o c /
tsunamibousai_01_01_kekka.pdf 参照（2011
年９月１日アクセス）。
19）「宮城県震災復興会議委員」は、注 10）に
記載されている。
20）「福島県復興ビジョン検討委員会委員」は
次を参照。
　　http://wwwcms.pref . fukushima.jp/
d o w n l o a d / １ / s o u g o u k e i k a k u _
iinmeibo230702.pdf（2011 年９月１日アク
セス）。
21）地域経済の自立的発展の原則に関して、さ
しあたり堀越芳昭「わが国地域際収支の研
究－都道府県別・地域ブロック別検討－」
山梨学院大学大学院社会科学研究科『研究
年報　社会科学研究』第 28 号、2008 年２月、
16 頁、堀越芳昭「地域経済自立化の条件
―地域と協同の再発見―」『非営利・協同
システムの展開』日本経済評論社、2008年、
83 － 84 頁、参照。
22）ジョン・ロールズは「公正としての正義」
の根本課題として次の原理を提起した。
　　第１原理：〔平等な自由権〕すべての人々
に対する自由と相入れる限り、
広範な基本的自由への平等な権
利をもつ。
　　第２原理：社会的経済的不平等にたいして
　　　⑴〔格差原理〕最も不利な人の利益の最
大化（それが全ての人々の幸福につな
がる。）
　　　⑵〔機会の公正な平等原理〕機会の公正
な平等（機会均等）（全ての人に開か
れた地位と職務）
　　（ジョン・ロールズ著／田中成明編訳『公
正としての正義』木鐸社、1979 年参照。）
23）岡田章「エリノア・オストロム教授のノー
ベル経済学賞受賞の意義」（2009 年 10 月
14 日）
　　http://www.econ.hit-u.ac.jp/~aokada/
kakengame/Dr .E l inor%20Ostrom_
Nobel%20Prize%20in%20Economics.
pdf#search（2011 年５月 27 日アクセス）
　　 オ ス ト ロ ム 教 授 の 代 表 作 と し て、
ElinorOstrom,“Governing the Commons: 
The Evo lut ion o f  Inst i tut ions  for 
C o l l e c t i v e  A c t i o n”,  C amb r i d g e s 
Un ivers i ty  Press ,F i r s t  pub l i shed 
1990,22nd printing 2008. がある。
24）「自助自律・自己責任」に関して、堀越芳
昭「経営者団体による『自助自律・自己責
任』の展開－その提唱と帰結－」山梨学院
大学『経営情報学論集』第 16 号、2010 年
２月参照。
　　公共性における協同性に関して、同「新し
い公共性における協同性－新しい協同組織
の意義と課題－」山梨学院大学『経営情報
学論集』第 15 号、2009 年２月参照。
